
４ 関連する主な計画との関係

２ 川崎港長期構想検討委員会について

３ 川崎港長期構想改訂の目的について

1川崎港長期構想の改訂について

１ 川崎港長期構想について

・港湾の長期構想とは、法定計画（港湾法第３条の３）である港湾計画に先立ち策
定するものであり、「概ね20～30年先の長期的視点に立った、総合的な港湾空間の
形成とその在り方」をとりまとめるもの
・港湾局では、平成１０年に策定した川崎港長期構想に基づき、川崎港を「工業港
の有する機能を活かしながら、高度な物流拠点を有する総合港湾」と位置づけ、関
連する取組を進めているところ
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第１回検討委員会
（令和3年11月29日）

第2回検討委員会
（令和4年5月31日）
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川崎港に対する諸要請と今後果たすべき役割などを踏まえ、長期的視野に立った川崎港の将
来像やその実現に向けた取組の方向性等を検討する。

（１）目的

（３）検討フロー

（２）委員
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押田 佳子 日本大学理工学部 准教授
◎須野原 豊 ウォーターフロント協会 会長
中村 由行 横浜国立大学大学院 元教授
平野 創 成城大学経済学部 教授
吉江 宗生 国立研究開発法人港湾空港技術研究所 特別研究主幹
渡邊 豊 東京海洋大学大学院 教授

港湾関係者
（１２名） 川崎港運協会、川崎商工会議所、立地企業 等
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（３名） 国土交通省、海上保安庁
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・川崎港はこれまで京浜工業地帯の中核を担い産業を支えるとともに、コンテナ化に対
応し物流を支える等、社会の変化に対応して発展してきた
・脱炭素化の加速やデジタル技術の革新等、急激な社会変化が想定される将来（2040年
代）においても有意な役割を果たすことができるよう新たな川崎港の将来の姿（位置付
け）を設定し、その実現に向けた取組の方向性等を示す
・また、取組の方向性に基づき実施する具体的な取組についても川崎港長期構想検討委
員会において検討し、その例を整理した
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川崎港が役割を失い、市
民生活や産業活動が衰退

第3回検討委員会
（令和5年6月20日）

川崎カーボンニュートラル
コンビナート構想（令和4年3月）

川崎港長期構想

川崎港港湾計画、川崎港港湾脱炭素化推進計画等

臨海部ビジョン
（令和5年6月改定）

反映

反映

・浮島１期地区土地利用基本方針
（平成28年3月）

・南渡田地区拠点整備基本計画
（令和4年8月）

川崎市総合計画
（平成28年3月）

反映

京浜港の総合的な計画
（平成23年9月）

【京浜港連携協議会】

国際戦略港湾

国の関連計画
・国土形成計画（首都圏広域地方計画）
・PORT2030
・港湾の開発、利用及び保全並びに開発
保全航路の開発に関する基本方針 等

具体化

JFEスチール株式会社東日本製鉄所京浜
地区の高炉等休止に伴う土地利用方針

（令和5年８月策定）


